
人事行政の運営等の状況

　平成３１年度の市職員の給与や職員数、勤務条件などの人事行政の運営等の状況についてお知らせします。

　これは、地方公務員法第５８条の２および由利本荘市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づいて

行うものです。

１　職員の任免及び職員数に関する状況 ※他団体からの派遣職員の着任や帰任は含みません

（１）職員の採用、退職の状況（平成３０年４月２日～平成３１年４月１日）

採　　　　用 54 人 24 人）

退　　　　職 人 28 人）

【うち 36 人 、 0 人 、 12 人 】

（２）職員数の状況 平成３１年４月１日現在
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※職員数は、一般職に属する職員数であり、消防本部には、配置する一般行政職が含まれます。

（3）定員管理の数値目標

平成１７年４月１日～平成３２年４月１日における定員管理における数値目標
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２　職員の給与の状況職員の人事評価の状況

　職員の人事評価について定めた地方公務員法の一部を改正する法律が平成２８年度から施行されており、

本市においても、平成２８年度より地方公務員法第２３条の２に基づく人事評価制度を実施しています。

由利本荘市人事評価制度の概要

： 一般職の全職員（臨時・嘱託職員及び休職等により実績日数が１／４未満の職員を除く。）

： 直属の所属長（課長等）を１次評価者、その上司（部長等）を２次評価者とする

： 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日

： ①実績評価　評価期間内における担当職務の達成度、職務の質、量、課題等の面からの評価

②能力評価　評価期間内における日常の職務遂行を通じて発揮された能力の評価

③態度評価　評価期間内における日常の職務に対する意欲及び態度の評価

： ①実績評価について、仕事の成果の達成基準により５段階評価を行う。

②能力及び態度評価について、役職段階別に評価要素を定め５段階評価を行う。

③総合評価について、各評価を点数化したもので５段階評価を行う。

３　職員の給与の状況

　由利本荘市の給与・定員管理等についての公表をご覧ください。

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成３１年４月１日現在）

　勤務時間：月曜日～金曜日（休日を除く）

　 　 　　　　　午前８時３０分～午後５時１５分 （うち休憩時間６０分）

５　職員の休業に関する状況

（１）育児休業等

※「平成３０年度の取得者数」欄の上段には平成３０年度に新たに取得した者、下段には平成２９年度以前

　から引き続き取得している者の人数です。

（２）介護休暇等 平成３０年度取得者なし

（３）自己啓発等休業 平成３０年度取得者なし

（４）配偶者同行休業 平成３０年度取得者なし
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６　職員の分限及び懲戒処分の状況

（平成３０年度）

人 人

人 人

人 人

人 人

７　職員の服務の状況

日 日 人 日

※全対象職員とは、平成３０年１月１日から平成３０年１２月３１日までの全期間を在職した

　市長部局の一般職員であり、中途に採用された者や退職した者、育児休業者等は除いています。

平成３０年４月１日現在

公民権の行使 必要と認められる期間

証人出頭 必要と認められる期間

骨髄移植休暇 必要と認められる期間

ボランティア休暇 ５日以内

結婚休暇 ５日以内

生理休暇 ２日以内

妊娠時定期検診 受診に必要とする時間

産前及び産後の休養 出産の前後を通じ１６週間（多胎妊娠の場合は２２週間）以内

保育休暇 １日２回、それぞれ３０分以内

配偶者出産休暇 出産入院等の日から出産後２週間のうち２日以内

子の看護休暇 中学校修学前の子の看護で１年において６日以内

服忌休暇 続柄に応じ、１日～７日の範囲内

夏季休暇 ７月から９月までの期間の５日以内

８　職員の退職管理の状況

　職員の退職管理について定めた地方公務員法の一部を改正する法律が平成２８年度から施行されており、

本市においても、「職員の退職管理に関する条例」を制定したほか、平成２８年度より地方公務員法に基づく

職員の退職管理を実施しています。

　なお、課長職以上の職に就いたことのある再就職者に対し、再就職情報の届出を退職後2年間義務づけて

おり、その届出件数は以下のとおりです。

平成30年度の再就職情報の届出件数 2 件
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９　職員の研修の状況 （平成３０年度）

新規採用職員研修 人 県・市町村職員合同研修 人

課長研修 7 人 市町村アカデミー研修 5 人

課長補佐研修 4 人 国際文化アカデミー研修 5 人

係長研修 8 人 行政専門研修 人

中堅研修 8 人 人事評価制度等内部研修 人

３年目職員研修 人 民間実地研修 人

クレーム対応研修 1 人 海外研修 2 人

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の福祉の状況

職員の健康管理のため、毎年健康診断を実施しています。

（平成３０年度）

人

人

（２）公平委員会の業務の状況

　①不利益処分に関する不服申立ての状況

職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた場合、公平委員会に不服申立てができます。

申立件数は、下記のとおりです。 （平成３０年度）

0 件 0 件 0 件 0 件

　②勤務条件に関する措置の要求の状況

職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、市当局により適切な措置が

とられるべきことを要求することができます。

要求件数は、下記のとおりです。 （平成３０年度）

0 件 0 件 0 件 0 件

定期健康診断

年度末係属件数

年度当初係属件数 年度中申立件数 年度中処理件数 年度末係属件数

年度当初係属件数 年度中申立件数 年度中処理件数
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